
様式第２号（第６条関係）

年 1 月 21 日

１
事業所・団体等又は
関連事業者等の名称 本社が届け出る場合は、事業所（支店・営業所等）の数

社会課題の解決や地域の活性化のた
め、連携した取組を推進します。

・社内全体会議においてＳＤＧｓ推進
のための知識醸成、方針検討、意見交
換等の場を設定し、社内の連携を図っ
た。
・プロバスケットボールチーム「ベル
テックス静岡」のオフィシャルクラブ
サプライヤーとして、応援や公式戦に
おける警備業務の提供等を通じ、連携
を図った。

・ＳＤＧｓ推進に資する社内会議の開
催（１回以上/年）
・プロバスケットボールチーム「ベル
テックス静岡」とのＳＤＧｓ推進に係
る連携

（記載上の注意）

　 １　取組目標は３つ以上のゴールについて目標を設定し、記載してください。
 　２　取組のない目標については、行ごと削除してください。
 　３　取組目標は、出来る限り定量的に記載してください。
 　４　ゴールとの関連が不明なものは「その他」に記載してください。
 　５　取組目標については、毎年１月に達成状況を報告していただきます。

お客様に、万全な防犯・防災体制を提
供するため、教育を通じて警備員のブ
ラッシュアップを図り、警備業務の質
の向上に努めます。

・法定教育の完全履行
・法定外教育の推進
（全警備員２回以上/年）

・法定教育の完全履行
・法定外教育の推進
（全警備員２回以上/年）

引き続き、外国籍者や生活保護受給か
ら社会復帰を目指す人の積極的な採用
と適正処遇に努めます。

外国籍者の新規採用（応募）はなかっ
たが、従業員に対し、国籍や境遇等に
捉われない処遇に徹した。

・外国籍者、生活保護受給から社会復
帰を目指す人の積極的な雇用
・国籍や境遇等に捉われない適正処遇
の推進

業務の合理化・効率化の継続的な検討
を進め、適正な業務の遂行と従業員の
時間外勤務削減を図ります。

ハラスメント防止研修を継続開催しま
す。
また、警備員教育にもハラスメント防
止に関するカリキュラムを取り入れ、
職業意識の向上に努めます。
（ハラスメント防止研修開催　１回以
上/年）

・業務に要する書式の改訂を行い、業
務の合理化・効率化を図った。
・ハラスメント防止研修（１回/年）
・警備員教育のカリキュラムに、ハラ
スメント防止に関する内容を組み込
み、実践した。

・業務の合理化・効率化を図るための
社内検討会議開催（１回以上/年）
・ハラスメント防止研修開催
（１回以上/年）
・ハラスメント防止に資する警備員教
育の推進

ＳＤＧｓ宣言達成状況報告書
　私たちは、宣言書に記載した取組目標の達成状況を次のとおり報告し、持続可能なまちづくりに向けて、次のとおり
取り組むことを宣言します。

報告日 2022

ゴール 2021 年12月31日までの取組目標 左記取組目標の達成状況 2022 年12月31日までの取組目標

事業所・団体等又は関連事業者等としての2030年の（又は中長期的な）あるべき姿

人々の生命・身体・財産を守る安全産業として、適正な業務の遂行に努め、持続可能で安心・安全な地域社会の実現に貢献
する。

事業所・団体等又は関連事業者等としてのねらい、特徴的な活動

「快適な社会活動への貢献」と「社会から求められる安心・安全への提供」を目標に、専門的な教育プログラムの実践など
を通じて、質の高い警備業務を提供している。

目標に関連する取組内容

引き続き、女性警備員の積極的な採用
を図ります。
また、女性の意見を集約する場を設定
し、女性が働きやすい環境の構築に努
めます。
（女性主体会議開催　１回以上/年）

・女性警備員の新規雇用（６人/年）
・女性管理職の新規雇用（２人/年）
・女性主体会議（２回/年）

・女性従業員の積極的な雇用
・女性主体会議開催（１回以上/年）

交通誘導検定取得者の増加を目指しま
す。
（現在43人→目標45人）

交通誘導検定取得者　45人
交通誘導検定取得者の増加
（現在45人→目標47人）

社会のニーズを捉えた人材教育の推進
や有資格者の育成を引き続き行い、質
の高い警備業務を提供します。

機を逸しない社内報の発出により、事
件・事故情報や、法改正情報等の社会
情勢に関する周知を図った。
（社内報発出　６回/年）

人材育成に資する社内報の発出
（６回以上/年）

3 事業所

株式会社静岡総合警備保障
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552人

１３．サービス業（他に分類されないもの）

５ 所　　在　　地

ホームページＵＲＬ

業　　　　　種

従業員（構成員）数

４ 代表者　職・氏名
職　　　　　名

氏　　　　　名

代表取締役

田澤　貴彦


